	鉄鋼製品卸売業


鋼材製品は、長期に値下がり基調が続いている。そのため、減収減益にある卸売業者が多いものの、値引き競争になっていないことや、受注量の減少は小幅にとどまっているとみられることから、経営への影響は、それほど大きくないとみられる。
インバウンドや五輪の施設建設、消費税率の引き上げに伴う特需は、一過性で終わることから期待感は薄い。また、杭打ちデータの改ざん問題については、納期が短くなる恐れがあるものの、需要への影響は小さいとみている。ただし、マンションの購入が敬遠されるようになれば、需要への影響は避けられない。
製品の値動きは、依然先行きが不透明で、各社とも在庫を減らし、相場の変わり目に生じるリスクを小さく留めようとしている。一方で、国内市場の縮小に備え、付加価値の向上に取り組んでいる。
業界の概要
鉄鋼製品卸売業は、「日本標準産業分類」では、「鉄鋼一次製品卸売業」「鉄鋼粗製品卸売業」「その他鉄鋼製品卸売業」に分かれる。本稿は、鋼板、鋼管、形鋼などを販売する「鉄鋼一次製品卸売業」について調査している。
業界は、一次卸と二次卸に分かれている。一次卸は、鉄鋼メーカーから仕入れ、大ロットで注文する建設業者、製造業者などのユーザーや二次卸に販売している。大ロットの取引には、取引上は一次卸を経由するものの、メーカーがユーザーに納品する、いわゆる「紐付き」と呼ばれる取引形態がある。一次卸は、主に総合商社や鉄鋼メーカー系列の専門商社で、二次卸と比べ総じて企業規模が大きい。
一方、二次卸は、「特約店」と呼ばれ、一次卸や地域の中小鉄鋼メーカーから仕入れ、ユーザーに販売している。企業規模の比較的大きな特約店は、地方の特約店やユーザーにも販売するが、規模の小さいところは、主に地場のユーザーへ小ロットで販売している。ユーザーからの注文に応じて、寸法に切断するなどの加工をしているところがほとんどである。本稿では、特約店を対象にした。
[image: image1.emf]販売量 前年同期比 販売量 前年同期比 販売量 前年同期比 販売量 前年同期比 販売量 前年同期比 販売量 前年同期比

平成26年１～３月期 87 11.5 81 -5.8 58 7.4 450 10.8 77 20.3 30 7.1

４～６月期 83

※

2.5 79 -6.0 56 5.7 415 2.7 65 -3.0 28 0.0

７～９月期 81 -3.6 80 -19.2 57 -5.0 405 -2.9 68 -9.3 26 -16.1

10～12月期 78 -12.4 86 -5.5 60 -6.3 423 -4.3 71 -14.5 29 -9.4

27年１～３月期 68 -21.8 75 -7.4 56 -3.4 437 -2.9 72 -6.5 25 -16.7

４～６月期 74 -10.8 81 2.5 57 1.8 408 -1.7 70 7.7 24 -14.3

７～９月期 82 1.2 81 1.3 55 -3.5 406 0.2 61 -10.3 26 0.0

10～12月期 77 -1.3 88 2.3 58 -3.3 434 2.6 69 -2.8 26 -10.3

（注１）調査対象は、大阪鐵鋼流通協会加盟企業。

（注２）※印がある数値は、調査対象数が変動しているため、時期の前後と単純比較はできない。
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輸入品の流通量は少ない。これは、国内ユーザーが鋼材の材質を証明するミルシートの添付によって材質確認ができるように求めることや、ユーザーが指定する納期が短くかつ厳しいことから、輸入品が扱い難いためである。とりわけ、特約店では多頻度少量のため、ユーザーから指定のある場合以外は、ほとんど取り扱っていない。輸入品は、国内メーカーが生産していないものの他、受注のロットサイズが比較的大きく在庫販売をしているものや、品質より価格を重視するものに限られる。
ただし、国内流通量は少ないものの、国内製品に比べ安価であるため、価格動向には影響を与えている。
大阪の地位
平成26年における大阪府内の鉄鋼製品卸売業（「鉄鋼粗製品卸売業」「その他鉄鋼製品卸売業」を含む）の企業等数は882、事業所数は1,651、従業者数は16,689人、全国に占めるそれぞれの割合は17.7％、19.2％、16.7％で、また、府内において大阪市内に所在する割合は、同じく68.5％、78.7％、81.9％となっている（経済産業省『平成26年 経済センサス基礎調査』）。
大阪市の安治川周辺の大正区や、西区九条や立売堀に集積しているが、西淀川区や東大阪市、北河内地域など製造業の集積地にも比較的多くの業者が立地している。
先安感が拭えない仕入・販売単価
鉄鋼製品は、リーマンショックで落ち込んだ後、回復傾向にあったものの、23年頃から値下がり基調にある。最近の値下がりは、中国国内の景気減速から鉄鋼製品の世界的な供給過剰による影響が大きいとされる。それ以前は、鉄鉱石や石炭、石油などの資源価格の値下がり、国内景気の停滞などによるものといわれ、円安への転換によって一時的に国内では値上りに転じた時期もあったが、長期的な値下がり基調は変わっていない。この傾向は、鉄鉱石から作られる、いわゆる高炉製品、スクラップを原料とする、いわゆる電炉製品とも同様である。
日本の鉄鋼メーカーは、品質や機能性を強みにして、価格の引き下げには消極的であるといわれている。とはいえ、競合する製品では価格差が広がれば、輸入品の需要が増える恐れがあるため、日本のメーカーの製品も、結果的には国際相場に引きずられる形で下がってしまう。

相場は、値下がり基調に変わりはないものの、27年末になって落ち着きをみせている。ただし、中国での生産調整が十分でなく、供給過剰が続いており、中国から安価な鉄鋼製品やビレットが世界へ流れ続けている。
卸業者からは、国内の相場は底にある、あるいは28年中には底を打つというようなことが聞かれるものの、本格的な底打ちには、世界的な景気の回復が欠かせず、それが見通せない現状では、先安感は拭えない。
減収減益ながら、経営への影響は大きくない
卸業者は、販売単価の下落により前年度比で減収になっていると口を揃える。ただ、受注量は増えていると答える業者もあることから、減少していても小幅にとどまっているようである。
また、減収とともに、利益も減っているとしている。売上高の減少に伴い相対的に固定費の負担が大きくなったことや、電気料金の値上げがあったからである。しかし、仕入単価と販売単価が連動した値動きをしていることや、これまでの下げ基調の相場では、利幅を削る値下げ競争に陥ることがあったが、今回の下げ相場では、そうした動きがなく、減益であっても、経営への影響は、それほど大きくないとみられる。
ただし、在庫量を多く抱えざるを得ないところでは、仕入価格の値下がりが続いているため、利益の圧縮幅が大きくなるなど、業績は、業者個々の状況により違いがある。
特需への期待感は薄い
今後、需要の増加が期待できるのは、海外観光客の増加に伴う、ホテルや商業施設などのインバウンド関連施設の建設や、29年４月に予定されている消費税率の引き上げに伴う駆け込み、さらに32年に開催される東京五輪の開催に伴う建設による需要であるが、業界、とりわけ中小特約店の期待感は薄い。
それらは、一過性の需要増加に終わることや、ロットサイズの大きい発注は、「紐付き」でなされることから、中小規模の特約店への波及は小さいとみているからである。
また、特需による相場への影響も少ないとみている。そもそも相場は、世界的な需給関係で動いており、内需で盛り上がりをみせたとしても、それほど影響を及ぼさないからである。
一方で、建設関連では、杭打ちデータの改ざん問題が先行きの需要への懸念材料としてあげられる。建設が決まっている物件では、着工の遅れや、建設業者の工事管理が厳しくなり工期に遅れが生じ、そのしわ寄せで鉄鋼製品の納期が短くなることが懸念されるものの、今のところは、需要への影響は少ないとしている。ただし、マンションの購入を避ける動きが出てくれば、需要への影響が生じるのは避けられない。
面接希望者さえ集まらない人材
特約店では、加工をしているところが多く、そうしたところの加工現場は卸売業といっても鉄工所と変わらない。重量物を扱い、現場作業は危険を伴うため求職者に敬遠されがちで、希望通りの採用が難しいだけでなく、雇用情勢が売り手市場にある現状では、面接希望者さえ集まらないと話す業者もある。
従業員の高齢化で、事業の先行きを不安視する業者もあり、人材確保は業界共通の問題と言っても過言ではない状況になっている。
付加価値向上への動き
鉄の用途は広く、代替品も現れ難いことから、今後も一定の需要が見込める。しかし、長期的には、人口減少の影響から国内市場が縮小することは避けられない。鉄鋼製品は品質や機能で、他社と差別化するのは難しく、各社とも対処に苦慮している。
そうした中で、特約店では、加工能力を強化したり、２次、３次の加工まで幅を広げたりするところもあれば、樹脂製品など鉄以外の素材を扱うところもあるなど、付加価値の向上に取り組むことで活路を拓こうとしている。
また、海外に活路を拓こうとしている業者もある。海外進出する際には、製品の調達経路を確保することが容易ではなく、特約店で進出しているところはわずかにとどまる中、海外製品の調達経路を開拓し、現地や日系企業への販路を開拓している業者がある。
今後の見通し
鉄鋼製品の相場は、世界的な相場の下で値動きしているため、先行きが見通せない。中国の生産過剰は、調整されていくとみられているが、高炉の休止を伴うため、調整には時間がかかる。卸各社は、相場を注視しつつ、在庫を極力減らして、相場の変わり目の時期を推し量り、リスクを少しでも減らそうとしている。
一方、長期的には、前述したような付加価値を向上させる取組に注力している。この業界では、突然に代替品が現れ、需要が急激に落ち込むことは考えにくい。しかし、長期的には、国内市場は縮小していくとみられる中で、既に、大手商社や特約店では、業界再編に動いている。商圏範囲の狭い中小規模の特約店では、業界構造に急激な変化は起こり難いと考えられるものの、先を見越し、戦略的な企業発展の取組が重要だと考えられる。           （廣岡  昭彦）
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